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地方港湾地域における
トレード・タームズの時系列分析
ー一大分地域所在貿易業者対象の調査より一一
吉田友之
はしがき
わが国の貿易量，貿易額の大部分は総合裔社，大手専門商社，大手製造
業者など大手貿易業者により担われていることはいうまでもない1)。しか
し，数のうえからはわが国の貿易業者のなかで中小貿易業者の占める割合
は圧倒的に多いことも確かである。筆者は，「わが国におけるトレード・
タームズの使用実態動向」を明らかにするためには，大手貿易業者のみを
調査対象にしたのでは真の意味で「わが国での」その使用実態を浮き彫り
にすることができないのではないかとの疑問を持っていた。そこで全国の
中小貿易業者を可能な限り網羅するため全国でFAZの指定を受けた22地
域を手掛かりとし，そのなかから11カ所の地方港湾地域を選び出し， この
地域または周辺で直接貿易を行っている中小貿易業者を中心に調査対象と
しアンケート調査を実施した。
本稿では大分地域に所在する貿易業者を対象として， 2001年および2003
年に実施したアンケート調在の結果を時系列的に比較分析して，大分地域
のトレード・タームズにかかわる使用実態動向をとりまとめたい。
1)本稿で述べる貿易業者とは，業種の区別としてではなく直接貿易を行っている業
者をそう呼んでいる。
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第 1章調査概要
1 2001年実施調査
1)調査のテーマ
第 49巻第 2 号
トレード・タームズ（貿易定型取引条件）に関するアンケート調在。
2)調在の実施期間
2001年1月より約 1ヶ月間。
3)調査対象者
日本貿易振興会（現， 日本貿易振興機構）（ジェトロ）大分貿易情報セ
ンター編，大分県商工労働観光部協力『大分県貿易• 海外進出企業名簿
1999』の「貿易関連企業」編に掲載の企業中，貿易形態の項目で直接貿易
ないし直接貿易• 間接貿易併用との記載のある全業者。原則として，県内
に本社を置いていない企業については調査対象から除外した。
4)調査の実施方法
アンケート調在票を郵送し，返送を依頼した。
5)回答者数
アンケート調在票送付総数95件で回収数46件であった。そのうち有効回答
数は44件で， 2件は「直接貿易は行っていない」であった。したがって，
回収率は48.4%z). 有効回収率は46.3%3 i,実質有効回答率は47.3%4lであ
った。
2 2003年実施調査
1)調査のテーマ
トレード・タームズ（貿易定型取引条件）に関するアンケート調査。
2)調査の実施期間
2003年6月より約 1ヶ月間。
3)調査対象者
2) 46f牛-;-951牛
3 ) 44f牛-c-95イ牛
4) 441牛-c(951牛ー 21牛）
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日本貿易振興会（現， 日本貿易振興機構）（ジェトロ）大分貿易情報セ
ンター編，大分県商工労働観光部協力『大分県貿易• 海外進出企業名簿
2000-2001』の「貿易関連企業」編に掲載の企業中，貿易形態の項目で直
接貿易ないし寵接貿易• 間接貿易併用との記載のある全業者。ただし，県
内に本社を置いていない企業については調査対象から除外した。
4)調査の実施方法
ァンケート調杏猥を郵送し，返送を依頼した。回答がなかった先にはフ
ァクスまたはEメールにより再度の回答依頼を行った (6月中旬）。回答
がなかった先にアンケート票を再送し，電話で回答依頼を行った (8月）。
5)回答者数
アンケート調査票送付総数55件で回収数53件であった。そのうち有効回
答数は37件で， 16件は「直接貿易は行っていない」，「回答拒否」，「白紙」，
「所在不明」などであった。したがって，回収率は96.4%5), 有効回収率
は67.3%6)' 無回答を除く実質有効回答率は94.9%7lであった。
第2章 単純集計結果の比較および分析
1 貿易形態
1)結果の比較
「貴社の貿易形態はどれですか」について質問したところ，次の回答を
得た。
(1) 2001年
輸入業のみ27件 (61.3%), 輸出業と輸入業12件 (27.3%), 輸出業のみ
5件 (11.4%)
(2) 2003年
5) 53f牛+55f牛
6) 37f牛+55f牛
7) 37f牛+(55f牛ー 16イ牛）
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輸入業のみ20件 (54.1%) , 輸出業と輸入業13件 (35.1%), 輸出業のみ
4件 (10.8%)
2)結果の分析比較
2001年では「輸入業のみ」が60%を超えていたが， 2003年では54%と7
ポイント低下していた。「輸入業のみ」と「輸出業のみ」が減り「輸出業
と輸入業」が増えていた。
2 利用運送手段
1)結果の比較
「貴社が主に利用している運送手段はどれですか」について質間したと
ころ，次の回答を得た。
(1) 2001年
定期コンテナ船31件 (70.4%), 定期航空機 8件 (18.2%), 定期在来船
4件 (9.1%), 不定期バラ積み船（傭船などを含む） 1件 (2.3%)
(2) 2003年
定期コンテナ船28件 (75.7%), 定期在来船4件 (10.8%), 定期航空機
3件 (8.1%)'不定期バラ積み船（傭船などを含む） 1件 (2.7%), そ
の他 1件 (2.7%)
2)結果の分析比較
2001年， 2003年ともに「定期コンテナ船」が70%を超えており，「定期
在来船」は約10%前後で推移していた。 2003年は2001年に比べて「定期航
空機」は約10ポイント低下していた。
3 トレード・タームズの決定者
1)結果の比較
「貴社が使用するトレード・タームズの決定者は誰ですか」について質
問したところ，次の回答を得た。
(1) 2001年
地方港湾地域におけるトレード・タームズの時系列分析（吉田） (307) 105 
自社21件 (50.0%), 一概に誰とはいえない（ケースバイケース） 16件 (38.
1%), 取引先5件 (11.9%),不明 2件
(2) 2003年
自社20件(54.1%) , ―概に誰とはいえない（ケースバイケース）14件(37.8
％），取引先3件 (8.1%)
2)結果の分析比較
2001年， 2003年ともに「自社」が50%を超えておりそれ以外の回答割
合もほぼ同じであった。 2年の間に順位に変動はなかった。
4 使用経験のあるトレード・タームズ
1)結果の比較
「貴社が実際に使用したことがあるトレード・タームズは何ですか」（複
数回答可）について質問したところ，次の回答を得た。
(1) 2001年
（回答者ベース44件）〈回答数ベース94件〉
FOB26件 (59.l%)〈27.5%〉， C&F(CFR) _24件 (54.5%) 〈25.5%〉，
CIF21件 (47.7%)〈22.3%〉， FOBAirport (FOA) 9件 (20.5%)〈9.6%〉，
EXW4件 (9.1%)〈4.3%〉， FCA3件 (6.8%)〈3.2%〉， CPT3件 (6.8%)
〈3.2%〉， CIP1件 (2.3%)〈1.1%〉， DDUl件 (2.3%)〈1.1%〉， DDPl
件 (2.3%)〈1.1%〉,Ex Ship 1件 (2.3%)〈1.1%〉
(2) 2003年
（回答者ベース37件）〈回答数ベース87件〉
FOB25件 (67.6%) 〈28.7%〉， C&F(CFR) 25件 (67.6%) 〈28.7%〉，
CIF17件 (45.9%)〈19.5%〉， FOBAirport (FOA) 8件 (21.6%)〈9.2%〉，
EXW3件 (8.1%)〈3.4%〉， FCA2件 (5.4%)〈2.3%〉, CPT2件 (5.4%)
〈2.3%〉， DDP2件 (5.4%)〈2.3%〉， CIP1件 (2.7%)〈1.1%〉,DDUl 
件 (2.7%)〈1.1%〉， ExQuay 1件 (2.7%)〈1.1%〉
2)結果の分析比較
この結果から実際に使用されているトレード・タームズの状況を把握す
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ることができる。
回答者ベースでは， 2001年にはFOB, C&F (CFR), CIFの在来船用の
トレード・タームズは1.7 --2.1社に 1社の割合で使用されていることが分
かった。 2003年には在来船用のトレード・タームズは1.5--2.2社に 1社の
割合で使用されており， 2001年に比べて在来船用のトレード・タームズ全
体の使用割合が若干高くなっていた。両年ともに現在インコタームズで規
定されていないFOBAirport (FOA) は約 5社に 1社の割合で依然と使
用されていることが明らかとなった。 2001年にはFCA, CPT, CIPのコン
テナ・トレード・タームズは， 14.7----43.5社に 1社の割合で使用されており，
2003年には18.5----37社に1社の割合で使用され， 2001年に比べてコンテナ・
トレード・タームズ全体の使用割合が若干低下していた。
回答数ベースでは， 2001年には在来船用のトレード・タームズは約75%,
2003年でも約77%を占めており，両年ともに依然と高い比率であった。両
年ともにFOBAirport (FOA) は約10%を占めていた。 2001年にはコン
テナ・トレード・タームズは7.5%, 2003年では5.7%となり若干使用比率
が低下していた。
5 未使用であるが理解しているトレード・タームズ
1)結果の比較
「貴社が使用したことはないがご存知のトレード・タームズは何ですか」
（複数回答可）について質問したところ，次の回答を得た。
(1) 2001年
（回答者ベース44件）〈回答数ベース119件〉
EXWlO件 (22.7%)〈8.4%〉， CPT9件 (20.5%)〈7.6%〉, DDU9件 (20.5
%)〈7.6%〉， FAS8件 (18.2%) 〈6.7%〉， CIF8件 (18.2%) 〈6.7%〉，
CIP8件 (18.2%)〈6.7%〉， DEQ8件 (18.2%)〈6.7%〉， DDP8件 (18.2
%)〈6.7%〉， FCA7件 (15.9%)〈5.9%〉， C&F(CFR) 7件 (15.9%)〈5.9
%〉,DAF7件 (15.9%) 〈5.9%〉， DES7件 (15.9%)〈5.9%〉， ExQuay 
7件 (15.9%) 〈5.9%〉， FOBAirport (FOA) 6件 (13.6%) 〈5.0%〉,
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I Ex Ship 6件 (13.6%)〈5.0%〉， FOB4件 (9.1%)〈3.4%〉
(2) 2003年
（回答者ベース37件）〈回答数ベース64件〉
CIF8件 (21.6%)〈12.5%〉， EXW6件 (16.2%)〈9.4%〉， FAS6件 (16.2
%)〈9.4%〉， C&F(CFR) 6件 (16.2%)〈9.4%〉， FCA5件 (13.5%)〈7.8
%〉,FOB5件(13.5%)〈7.8%〉， CPT4件(10.8%)〈6.3%〉， CIP4件(10.8
%)〈6.3%〉， FOBAirport (FOA) 4件 (10.8%)〈6.3%〉,DES3件 (8.1
%)〈4.7%〉， DEQ3件 (8.1%)〈4.7%〉,DDU 3件 (8.1%)〈4.7%〉，
DDP3件 (8.1%)〈4.7%〉， DAF2件 (5.4%)〈3.1%〉， ExShip 1件 (2.7
%)〈1.6%〉,Ex Quay 1件 (2.7%) 〈1.6%〉
2)結果の分析比較
この結果は将来貿易業者が使用することになるかもしれないトレード・
タームズを知るうえでの一つの指標になるものと考えられる。
回答者ベースでは， 2001年にはFCA,CPT, CIPのコンテナ・トレード・
タームズは4.8~6.3社に 1 社の割合で知っているが未使用であることが分
かった。上記4使用経験のあるトレード・タームズの2001年の結果と比べ
ると，約 3--7倍の数値にのぽり，使用経験はないが知っている回答者の
割合が非常に高いことが分かった。 2003年には同トレード・タームズは
7.4~9.3社に 1 社の割合で知っているが未使用であった。上記 4 の結果と
比べると，約 2---4倍の数値にのぼり，使用経験はないが知っている回答
者の割合が高いことが分かった。
2001年にはEXW,DDU, DDPは4.4~5.5社に 1 社の割合で知っている
が未使用であることが分かった。上記 4 の結果と比べると，約2.5~9 倍
の数値にのぼり，使用経験はないが知っている回答者の割合が非常に高い
ことが分かった。 2003年にはEXW,DDU, DDPは6.2~12.3社に 1 社の割
合で知っているが未使用であった。上記4の結果と比べると， 2~3 倍の
数値にのほっており，使用経験はないが知っている回答者の割合が高いこ
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とが分かった。
回答数ベースでは， 2001年にはコンテナ・トレード・タームズは約20%
で2003年とほぼ同じ比率であった。 2001年にはEXW,DDU, DDPは約23
％で2003年には約19%と若干比率が低下した。
6 FOB, C&F (CFR), CIFの使用理由
1)結果の比較
「FOB,C&F (CFR), CIFについて，なぜそれらのトレード・ターム
ズを使用したのですか」（主な理由を 2~3 つ回答）について質問したと
ころ，次の回答を得た。
(1) 2001年
（回答者ベース44件）〈回答数ベース89件〉
「従来から使用していて不都合や問題がないから」 24件 (54.5%)〈27.0
％〉，「取引先からの求めに応じて」 17件 (38.6%)〈19.1%〉，「それ以外
のトレード・タームズをよく知らないから」 13件 (29.5%)〈14.6%〉, 「税
関への輸出入申告価格がFOB価格（輸出時）またはCIF価格（輸入時）
となっているため」 11件 (25.0%) 〈12.4%〉，「定期在来船を使用してい
るため」 10件 (22.7%)〈11.2%〉，「価格採算の意味で使用しているため」
8件 (18.2%)〈9.0%〉，「どれも使用したことがない」 4件 (9.1%)〈4.5
%〉,「その他」 2件 (4.5%) 〈2.2%〉
(2) 2003年
（回答者ベース37件）〈回答数ベース76件〉
「従来から使用していて不都合や問題がないから」 28件 (75.7%)〈36.8
％〉，「取引先からの求めに応じて」 15件 (40.5%)〈19.7%〉, 「価格採算
の意味で使用しているため」 12件 (32.4%)〈15.8%〉, 「定期在来船を使
用しているため」 9件 (24.3%)〈11.8%〉. 「それ以外のトレード・ター
ムズをよく知らないから」 6件 (16.2%)〈7.9%〉，「どれも使用したこ
とがない」 4件 (10.8%)〈5.3%〉, 「税関への輸出入申告価格がFOB価
格（輸出時）またはCIF価格（輸入時）となっているため」 2件 (5.4%)
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〈2.6%〉
2)結果の分析比較
回答者ベースでは，「従来から使用していて不都合や問題がないから」
は2001年には1.8社に 1社の割合であったが， 2003年には1.3社に 1社の割
合となり，両年ともにかなり高い割合であることが分かった。「税関への
輸出入申告価格がFOB価格（輸出時）またはCIF価格（輸入時）となって
いるため」は2001年には 4社に 1社の割合であったが， 2003年には18.5社
に1社の割合にまで急低下した。「それ以外のトレード・タームズをよく
知らないから」は2001年には3.4社に 1社の割合であったが， 6.2社に 1社
の割合にまで大きく低下した。「価格採算の意味で使用しているため」は
2001年には5.5社に 1社の割合であったが， 2003年には3.1社に 1社の割合
にまで上昇した。「取引先からの求めに応じて」，「定期在来船を使用して
いるため」は両年ともに前者で約2.5社に 1社，後者で約4.3社に 1社の割
合でほぽ変動はなかった。トレード・タームズについてはかなり周知され
てきていることがみてとれ， FOB,C&F (CFR), CIFの在来船用のトレ
ード・タームズの使用理由は通関時の手続的な側面より価格採算面が重視
されてきたことが明らかとなった。
回答数ベースでは，「従来から使用していて不都合や問題がないから」
は2001年には27.0%で2003年には36.8%, 「価格採算の意味で使用している
ため」は2001年には9.0%で2003年には15.8%と比率が上昇した。一方，「税
関への輸出入申告価格がFOB価格（輸出時）またはCIF価格（輸入時）と
なっているため」は2001年には12.4%で2003年には2.6%, 「それ以外のト
レード・タームズをよく知らないから」は2001年には14.6%で2003年には
7.9%と大きく比率が低下した。
7 FCA, CPT, CIPの使用打診の有無とその結果
1)結果の比較
「(FCA,CPTまたはCIPをご存知の方は回答ください） FCA, CPTま
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たはCIPというトレード・タームズの使用を取引先に打診したことがあり
ますか」について質問したところ，次の回答を得た。
(1) 2001年
□ ~ 五作 (85.7%), 「ある」 2件 (14.3%),不明 3件
「ある」と回答した者に，「打診の結果はどうでしたか」について質問
したところ，次の回答を得た。
「取引先にこれらのトレード・タームズについて理解を求めたうえで使
用を受け入れてもらった」 1件 (50.0%), 「取引先との力関係から相手
方にこれらのトレード・タームズの使用を受け入れさせた」 1件 (50.0
%), 不明 8件
(2) 2003年
I 「ない」 9件 (81.8%), 「ある」 2件 (18.2%),不明4件
「ある」と回答した者に，「打診の結果はどうでしたか」について質間
したところ，次の回答を得た。
「取引先との力関係から相手方にこれらのトレード・タームズの使用を
受け入れさせた」 2件 (100.0%),不明 4件
2)結果の分析比較
2001年では「使用を打診したことはない」は85.7%, 「打診したことが
ある」は14.3%となっており， FCA,CPT, CIPのコンテナ・トレード曇
タームズを知っている者であっても使用を打診したことがない者が非常に
高い比率を占めていた。しかし打診した場合には相手方にコンテナ・トレ
ード・タームズの受け入れを100%同意させている。 2003年では「ない」
は81.8%, 「ある」は18.2%となっており，「ない」が非常に高い比率を占
めていた。しかし打診した場合には相手方に同トレード・タームズの受け
入れを100%同意させている。
8 FCA, CPT, CIPの被使用打診の有無とその結果
1)結果の比較
「FCA,CPTまたはCIPというトレード・タームズの使用を取引先から
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打診されたことがありますか」について質問したところ，次の回答を得た。
(1) 2001年
□ ~ 尋 (97.2%), 「ある」 1件 (2.8%), 不明 8件
「ある」と回答した者に，「打診された結果はどうでしたか」について
質間したところ，次の回答を得た。
「取引先からこれらのトレード・タームズについて説明を受けたうえで
使用した」 1件 (100.0%),不明 8件
(2) 2003件
□ ~ 五作 (93.1%) , 「ある」 2件 (6.9%), 不明 8件
「ある」と回答した者に，「打診された結果はどうでしたか」について
質間したところ，次の回答を得た。
I 「その他」 2件 (100.0%),不明 8件
2)結果の分析比較
2001年では「使用を打診されたことがない」は97.2%, 「打診されたこ
とがある」は2.8%となっており， FCA, CPT, CIPのコンテナ・トレード・
タームズの使用を打診されたことはない者が極めて高い比率を占めてい
た。しかし打診された場合には自社は同トレード・タームズの受け入れに
100%同意している。 2003年では「ない」は93.l%, 「ある」は6.9%となっ
ており，「ない」が極めて高い比率を占めていた。打診された場合の結果
については「その他」が100%で，その内容は「通関業者に内容を確認し
費用を検討し受け入れた」，「内容を知っていたので断った」がそれぞれ50
％であった。両年ともに「打診された」場合には自社は約 3件中 2件の割
合で同トレード・タームズの受け入れを行う傾向にあると考えられる。
9 トレード・タームズの準拠規則
1)結果の比較
「貴社が使用するトレード・タームズは何に準拠していますか」 (1,., 
2つ回答）について質問したところ，次の回答を得た。
(1) 2001年
112 (314) 第 49巻第 2 号
回答者数と回答数は同一数 (44件）
「どの規則にも準拠していない」 19件 (43.3%), 「国際商業会議所 (ICC)
が制定したインコタームズ（何年版かは明示しない）」10件(22.7%), 「社
内で独自に作成した規則」 6件 (13.6%), 「国際商業会議所 (ICC)が
制定したインコタームズ (1990年版）」 5件 (11.4%), 「同業者団体が
規定した規則」 2件 (4.5%), 「その他」 2件 (4.5%)
(2) 2003年
回答者数と回答数は同一数 (37件）
「どの規則にも準拠していない」 19件 (51.4%), 「国際商業会議所 (ICC)
が制定したインコタームズ（何年版かは明示しない）」 6件(16.2%), 「社
内で独自に作成した規則」 5件 (13.5%), 「国際商業会議所 (ICC)が
制定したインコタームズ (2000年版）」 3件 (8.1%), 「その他」 2件 (5.4
%), 「1941年改正米国（アメリカ）貿易定義」 1件 (2.7%), 「同業者
団体が規定した規則」 1件 (2.7%)
2)結果の分析比較
2001年， 2003年ともに上位3番目までは同じ順位で回答比率も近似して
いた。「どの規則にも準拠していない」は1.9~2.3社に 1 社の割合，「国際
商業会議所 (ICC)が制定したインコタームズ（何年版かは明示しない）」
は4.4~6.2社に 1 社，「社内で独自に作成した規則」は7.4社に 1 社であった。
第4位は2001年では「国際商業会議所 (ICC)が制定したインコタームズ
(1990年版）」， 2003年では「国際商業会議所 (ICC)が制定したインコタ
ームズ (2000年版）」と実質的に同一内容の回答を行っていた。 2001年の
調在は2001年1月に実施したために2000年1月に発効したインコタームズ
2000年版はまだ一般になじみがなかったと考え，その意味において2001年
ではインコタームズ1990年版の回答者は実質的に最新のインコタームズを
回答していると解釈したからである。
10 トレード・タームズがどの規則にも非準拠の理由とその対処方法
1)結果の比較
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「（どの規則にも準拠していない方は回答ください）どの規則にも準拠
していない理由は何ですか」 (2--3つ回答）について質間したところ，
次の回答を得た。
(1) 2001年
（回答者ベース19件）〈回答数ベース36件〉
「特に問題が生じたことがないから」 11件 (57.9%) 〈30.6%〉, 「どんな
規則があるのか知らないから」 9件 (47.4%) 〈25.0%〉, 「どの規則が適
切であるか分からないから」 7件 (36.8%) 〈19.4%〉, 「それが長年のや
り方であるから」 4件 (21.1%)〈11.1%〉，「相手方からの要求がないか
ら」 4件 (21.1%)〈11.1%〉，「その他」 1件 (5.3%) 〈2.8%〉
「（どの規則にも準拠していない方は回答ください）どの規則にも準拠
していないために相手方との間で使用したトレード・タームズについて
解釈の相違が生じた場合，貴社はどう対処しますか」について質間したと
ころ，次の回答を得た。
「話し合いによる円満な解決を目指す. . . 当社に非がない場合には譲
歩せず，決裂の場合には貿易売買契約に基づき解決する」 8件 (47.1%),
「話し合いによる円満な解決を H 指す・・• 当社に非がない場合でもあ
る程度譲歩するがそれでも決裂の場合には貿易売買契約書に基づき解
決する」 3件(17.6%),「即，貿易売買契約書に基づき解決する」 3件(17.6
%), 「話し合いによる円満な解決を目指す・・・当社に非がない場合で
も全面的に譲歩し解決する」 2件 (11.8%), 「その他」 1件 (5.9%),
不明 2件
(2) 2003年
（回答者ベース19件）〈回答数ベース41件〉
「特に間題が生じたことがないから」 17件 (89.5%) 〈41.5%〉，「それが
長年のやり方であるから」 4件 (47.4%) 〈22.0%〉，「どんな規則がある
のか知らないから」 7件 (36.8%) 〈17.1%〉，「相手方からの要求がない
から」 4件 (21.1%)〈9.8%〉，「どの規則が適切であるか分からないから」
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I 4件 (21.1%)〈9.8%〉
「（どの規則にも準拠していない方は回答ください）どの規則にも準拠
していないために，相手方との間で使用したトレード・タームズについて
解釈の相違が生じた場合，貴社はどう対処しますか」について質問したと
ころ，次の回答を得た。
「話し合いによる円満な解決を目指す・..当社に非がない場合でもあ
る程度譲歩するが，それでも決裂の場合には貿易売買契約書に基づき解
決する」 10件 (55.6%), 「話し合いによる円満な解決を目指す・曇• 当
社に非がない場合には譲歩せず，決裂の場合には貿易売買契約に基づき
解決する」 4件 (22.2%), 「話し合いによる円満な解決を目指す・・・
当社に非がない場合でも全面的に譲歩し解決する」 3件 (16.7%), 「そ
の他」 1件 (5.6%), 不明 1件
2)結果の分析比較
回答者ベースでは，「特に間題が生じたことがないから」は2001年には
1.7社に 1社の割合 2003年には1.1社に 1社の割合で回答しており，両年
ともにかなり高い割合であることが分かった。「それが長年のやり方であ
るから」は2001年には4.7社に 1社の割合であったが， 2003年には2.1社に
1社の割合にまで上昇した。一方，「どんな規則があるのか知らないから」
は2001年には2.1社に 1社， 2003年には2.7社に 1社となっており，両年と
もに高い割合であった。「どの規則が適切であるか分からないから」は
2001年には2.7社に 1社の割合であったが， 2003年には4.7社に 1社の割合
にやや低下した。
回答数ベースでは， 2001年には「特に問題が生じたことがないから」，「そ
れが長年のやり方であるから」が計41.7%, 「どんな規則があるのか知ら
ないから」．「どの規則が適切であるか分からないから」が計44.4%を占め
ていた。 2003年には前者の計63.5%, 後者の計26.9%を占め， 2001年と比
べて前者と後者の数値が逆転し差が広がっていた。前者の積極的にどの規
則にも準拠していないグループと後者の消極的な理由で準拠していないグ
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ループに大別された。
次は対処法についてである。両年ともに「話し合いによる円満な解決を
目指す・・・当社に非がない場合には譲歩せず，決裂の場合には貿易売買
契約に基づき解決する」，「話し合いによる円満な解決を目指す・・・当社
に非がない場合でもある程度譲歩するが，それでも決裂の場合には貿易売
買契約書に基づき解決する」が上位2位であった。 2001年には前者が47.1
％後者が17.6%,2003年には後者が55.6%前者が22.2%で両者の比率が逆
転していた。「話し合いによる円満な解決を目指す・・・当社に非がない
場合でも全面的に譲歩し解決する」は2001年には11.8%, 2003年には16.7
％で下位であった。
11 紛争解決方法規定の有無
1)結果の比較
「貴社が使用する貿易売買契約書の中に紛争解決方法についての規定は
ありますか」について質問したところ，次の回答を得た。
(1) 2001年
「ない・・・売買当事者には誠意をもって話し合いにより解決をはかる
という暗黙の了解があるため」 16件 (45.6%), 「ある・・・売買当事者
が誠意をもって話し合いを行う旨の紛争解決規定」 9件 (25.7%), 「な
い・・・貿易売買契約書自体を作成していない」 8件 (22.9%), 「ある・・・
訴訟による紛争解決規定」 1件 (2.9%), 「その他」 1件 (2.9%), 不明
9件
(2) 2003年
「ない・・・売買当事者には誠意をもって話し合いにより解決をはかる
という暗黙の了解があるため」 14件 (45.2%), 「ある・・・売買当事者
が誠意をもって話し合いを行う旨の紛争解決規定」 8件 (25.8%), 「な
い・・貿易売買契約書自体を作成していない」 7件 (22.6%), 「ある・・・
訴訟による紛争解決規定」 2件 (6.5%), 不明 6件
2)結果の分析比較
116 (318) 第 49巻第 2 号
2001年， 2003年ともに回答順位は同じで回答比率も近似していた。両年
ともに売買契約書のなかに紛争解決方法の規定を行っているのは，「あ
る・・・売買当事者が誠意をもって話し合いを行う旨の紛争解決規定」の
約26%, 「ある・・・訴訟による紛争解決規定」の約 3~6.5%であったが，
前者は紛争解決方法とは名ばかりの実効性が乏しい規定であり，後者は一
応解決方法を明確にしてはいるものの貿易取引から生じる紛争解決手段と
しては余り好ましくない方法と考えられる。さらに「ない・・・貿易売買
契約書自体を作成していない」の約23%にいたっては信じ難い結果であっ
た。一般に商事仲裁による紛争解決が売買当事者にとって最もメリットが
多いといわれているが，両年ともにこの紛争解決方法を回答した者はいな
かった。
12 適正なトレード・タームズ使用の方策
1)結果の比較
「コンテナ船や航空機を利用した貿易取引が増加しているにもかかわら
ず，貿易業者はそれらの運送手段に対応した適正なトレード・タームズを
使用していません。それは円滑な貿易取引の障害となり，貿易業者にとっ
て不利益となるおそれがあります。貿易業者が適正なトレード・タームズ
を使用するようになるには何が必要だと思いますか」（複数回答可）に
ついて質問したところ，次の回答を得た。
(1) 2001年
（回答者ベース44件）〈回答数ベース138件〉
「ジェトロなど貿易関係機関による啓蒙活動」 28件 (63.6%)〈20.5%〉，
「船会社・通運会社・通関業者などによる啓蒙活動」 23件 (52.3%)〈16.7
％〉，「経済産業省など（税関を含める）貿易関係官庁による啓蒙活動」
22件 (50.0%)〈15.9%〉, 「貿易に携わる者一人一人の研鑽」 20件 (45.5%)
〈14.5%〉, 「地元商工会議所または経済団体による啓蒙活動」 11件 (25.0
%)〈8.0%〉, 「インコタームズを制定している国際商業会議所 (ICC)
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による啓蒙活動」 10件 (22.7%) 〈7.2%〉，「地方公共団体（県・市• 町）
または同外郭団体による啓蒙活動」 10件 (22.7%) 〈7.2%〉，「会社単位
での啓蒙活動」 6件 (13.6%) 〈4.3%〉, 「同業者団体または組合による
啓蒙活動」 5件 (11.4%)〈3.6%〉，「大学など研究教育機関での学生へ
の指導」 2件 (4.5%)〈1.4%〉，「大学など研究教育機関による啓蒙活動」
1件 (2.3%)〈0.7%〉
(2) 2003年
（回答者ベース37件）〈回答数ベース109件〉
「ジェトロなど貿易関係機関による啓蒙活動」 24件 (64.9%) 〈22.0%〉，
「船会社・通運会社・通関業者などによる啓蒙活動」 24件 (64.9%) 〈22.0
％〉，「経済産業省など（税関を含める）貿易関係官庁による啓蒙活動」
20件 (54.1%)〈18.3%〉，「貿易に携わる者一人一人の研鑽」 13件 (35.1%) 
〈11.9%〉, 「インコタームズを制定している国際商業会議所 (ICC) によ
る啓蒙活動」 8 件 (21.6%) 〈7.3%〉，「地方公共団体（県・市• 町）ま
たは同外郭団体による啓蒙活動」 7件 (18.9%) 〈6.4%〉，「会社単位で
の啓蒙活動」 6件 (16.2%)〈5.5%〉, 「同業者団体または組合による啓
蒙活動」 3件 (8.1%)〈2.8%〉，「地元商工会議所または経済団体による
啓蒙活動」 3件 (8.1%)〈2.8%〉，「その他」 1件 (2.7%) 〈0.9%〉
2)結果の分析比較
回答者ベースでは， 2001年， 2003年ともに上位4番目までの順位は同じ
であった。「ジェトロなど貿易関係機関による啓蒙活動」は2001年には1.6
社に 1社の割合， 2003年には1.5社に 1社の割合で回答しており，両年と
もにかなり高い割合であることが分かった。「船会社・通運会社・通関業
者などによる啓蒙活動」は2001年には1.9社に 1社の割合， 2003年には1.5
社に 1社割合となり，両年ともにかなり高い割合であることが分かった。
「経済産業省など（税関を含める）貿易関係官庁による啓蒙活動」は2001
年には 2社に 1社の割合， 2003年には1.8社に 1社の割合となり，両年と
もに高い割合であることが分かった。「貿易に携わる者一人一人の研鑽」
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は2001年には2.2社に 1社の割合， 2003年には2.8社に 1社の割合となり，
両年とも高い割合であることが分かった。 5番目以下では「インコターム
ズを制定している国際商業会議所 (ICC) による啓蒙活動」は2001年には
4.4社に 1社の割合， 2003年には4.6社に 1社の割合となっており，両年と
もにあまり高い割合ではなかった。「大学など研究教育機関での学生への
指導」．「大学など研究教育機関による啓蒙活動」は2001年には前者は22.2
社に 1社の割合，後者は43.5社に 1社の割合であったが， 2003年にはどち
らの回答も行われていなかった。
回答数ベースでは， 2001年には「ジェトロなど貿易関係機関による啓蒙
活動」，「船会社・通運会社・通関業者などによる啓蒙活動」．「経済産業省
など（税関を含める）貿易関係官庁による啓蒙活動」．「貿易に携わる者一
人一人の研鑽」の上位 4位で計67.6%を占め， 2003年には計74.2%を占め
ている。「インコタームズを制定している国際商業会議所 (ICC) による
啓蒙活動」は2001年には7.2%を占め， 2003年には7.3%を占めており，両
年ともにほぽ同じ回答比率であった。
第3章 クロス集計結果の比較および分析
クロス集計のクロス項目の表記は「表側項目」，「表頭項目」の順とした。
1 貿易形態別トレード・タームズ使用率
1)結果の比較
「貿易形態」と「使用経験のあるトレード・タームズ」のクロス集計を
行った。
(1) 2001年
使用経験のあるタームズ
合計 C&F FOB Ex Ex 胆xwFCA FAS FOB (CFR) CIF CPT CIP DAF DES DEQ DDU DDP Airport Ship Quay (FOA) 
全体 94 4 3 ゜26 24 21 3 1 ゜゜ ゜1 1 
， 1 ゜100.0 4.3 3.Z 0.0 27.5 25.5 22.3 3.2 1.1 0.0 0.0 0,0 1.1 1.1 9.6 1.1 0.0 輸出業と輸入業 30 ゜゜ ゜
， ， 8 ゜゜ ゜゜ ゜゜ ゜4 ゜゜， 100.0 0.0 0.0 0.0 30.0 30.0 26.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0,0 0.0 13.3 0.0 0.0 輸出業のみ 11 ゜1 ゜3 3 3 1 ゜゜ ゜゜ ゜゜ ゜゜ ゜100.0 0.0 9.1 0.0 27.2 27.3 27.3 9.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0,0 0.0 0.0 0.0 態 53 4 2 ゜14 12 10 2 1 ゜゜ ゜1 1 5 1 ゜輸入業のみ 100.0 7.5 3.8 0.0 26.4 22.6 18.9 3.8 1.9 0.0 0.0 0.0 1.9 1.9 9.4 1.9 0.0 
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(2) 2003年
使用経験のあるタームズ
合計 C&F 
FOB Ex Ex 
EXW FCA FAS FOB (CFR) CIF CPT CIP DAF DES DEQ DDU DDP 雷 Ship Quay 
全体
87 3 2 ゜25 25 17 2 1 ゜゜ ゜1 2 8 ゜1 100.0 3.4 2.3 0.0 28.7 28.7 19.5 2.3 1.1 0.0 0,0 0.0 1.1 2.3 9.Z 0.0 1.1 
輸出業と輸入業
34 2 1 ゜
， 8 7 1 1 ゜゜ ゜゜ 1 4 ゜゜100.0 5.9 2.9 0.0 26.5 23.5 20.6 2.9 2.9 0.0 0.0 0.0 0.0 2.9 11.8 0,0 0.0 ， 輸出業のみ 10 ゜゜ ゜3 3 2 ゜゜ ゜゜ ゜゜ ゜1 ゜1 100.0 0.0 0.0 0.0 30.0 30.0 20.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 10.0 0.0 10.0 態
輸入業のみ
43 1 1 ゜13 14 8 1 ゜゜ ゜゜ 1 1 3 ゜゜100.0 2.3 2.3 0.0 30.2 32.6 18.6 2.3 0.0 0.0 0,0 0.0 2.3 2.3 7.0 0.0 0.0 
2)結果の分析比較
貿易形態別のFCA,CPTの使用比率では， 2001年には「輸出業」が「輸
入業」に比べて若干高い比率であり， 2003年には「輸出入業」，「輸入業」
で使用比率にほとんど差はなかった。 FOBの使用比率では， 2001年，
2003年ともに「輸出入業」，「輸出業」，「輸入業」で使用比率にほとんど差
はなかった。 C&F(CFR)の使用比率では， 2001年には「輸出入業」が「輸
入業」に比べて若干高い比率であり， 2003年には「輸入業」が「輸出入業」
に比べて若干高い比率となっていた。 CIFの使用比率では， 2001年には「輸
出業」，「輸出入業」が「輸入業」に比べて若干高い比率であり， 2003年に
は「輸出入業」，「輸出業」，「輸入業」で使用比率にほとんど差はなかった。
FOB Airport (FOA)の使用比率では， 2001年には「輸出入業」，「輸入業」
で使用比率にほとんど差はなく， 2003年には「輸出入業」，「輸入業」，「輸
出業」で使用比率にほとんど差はなかった。
2 貿易形態別未使用トレード・タームズ比率
1)結果の比較
「貿易形態」と「未使用であるが理解しているトレード・タームズ」の
クロス集計を行った。
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(1) 2001年
未使用・知っているタームズ
合計 C&F FOB Ex Ex 徊xwFCA FAS FOB (CFR) CIF CPT CIP DAF DES DEQ DDU DDP 胃〗〗 Ship Quay 
全体
119 10 7 8 4 7 8 ， 8 7 7 8 ， 8 6 6 7 
100.0 8.4 5.9 6.7 3.4 5.9 6,7 7.6 6.7 5.9 5,9 6.7 7.6 6.7 5.0 5.0 5.9 
輸出業と輸入業 43 4 3 3 1 1 2 3 3 3 3 3 4 3 1 3 3 100.0 9.1 7.0 7.0 2.3 2.3 4.7 7.0 7.0 7,0 7.0 7.0 9.3 7.0 2.3 7.0 7.0 
i 輸出業のみ 30 2 2 z ゜1 ゜3 2 2 2 2 3 3 2 2 2 100.0 6.7 6.7 6.7 0.0 3.3 0.0 9.7 6.7 6.7 6.7 6、7 10.0 10.0 6.7 6.7 6.7 態
輸人業のみ 46 4 z 3 3 5 6 3 3 z 2 3 2 2 3 1 2 
100.0 8.7 4.3 6.5 6.5 10.9 13.4 6.5 6.5 4.3 4.3 65 4.3 4.3 6.5 2.2 4.3 
(2) 2003年
未使用・知っているタームズ
合計 C&F FOB Ex Ex EXW FCA FAS FOB (CFR) CIF CPT CIP DAF DES DEQ DDU DDP A(FirDpAort ) Ship Quay 
全体 64 6 5 6 5 6 8 4 4 z 3 3 3 3 4 1 1 100.0 9.4 7.8 9.4 7.8 9.4 12.5 6.3 6.3 3.1 4.7 4.7 4.7 4] 6.3 1.6 1.6 
輸出業と輸人業 33 4 2 3 2 4 4 1 3 1 2 1 1 2 1 1 1 100.0 12.1 6.1 9.1 6.1 12.1 12.1 3.0 9.1 3.0 6.1 3.0 3.0 6.1 3.0 3.0 3.0 
［ 輸出業のみ 3 ゜゜ ゜゜ ゜1 1 ゜゜ ゜゜ ゜゜ 1 ゜゜100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 33.3 33.3 0.0 0.0 0.0 D.D 0.0 0.0 33.3 0.0 0.0 
輸入業のみ 28 2 3 3 3 2 3 2 l 1 1 2 2 1 2 ゜゜100.0 7.1 10.7 10.7 10.7 7.1 10.7 7.1 3.6 3.6 3.6 7.1 7.1 3.6 7.1 0.0 0.0 
2)結果の分析比較8)
貿易形態別のEXWの比率では， 2001年には「輸出入業」，「輸出業」，「輸
入業」で比率にほとんど差はなく， 2003年には「輸出入業」が「輸入業」
に比べて若干高い比率となっていた。 FCA,CPT, FOB Airport (FOA) 
の比率では， 2001年には「輸出入業」，「輸出業」，「輸入業」で比率にほと
んど差はなく， 2003年には「輸出入業」，「輸入業」で比率にほとんど差は
なかった。 CIPの比率では， 2001年には「輸出入業」，「輸出業J,「輸入業」
で比率にほとんど差はなく， 2003年には「輸出入業」が「輸入業」に比べ
て若干高い比率となっていた。 DDUの比率では， 2001年には「輸出業」，「輸
出入業」が「輸入業」に比べて若干高い比率であり， 2003年には「輸出入
8)クロス集計表表側の「輸出業のみ」は2003年には標本数が少なく，この部分のパ
ーセンテージは比較対象としていない。
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業」，「輸入業」で比率にはほとんど差はなかった。 DDPの比率では，
2001年には「輸出業」が「輸入業」に比べて若干高い比率であり， 2003年
には「輸出入業」，「輸入業」で比率にはほとんど差はなかった。
3 貿易形態別FCA,CPT, CIP使用打診率
1)結果の比較
「貿易形態」と「FCA,CPT, CIPの使用打診の有無」のクロス集計を
行った。
(1) 2001年 (2) 2003年
FCA,CPT,CIPの FCA.CPT,CIPの
合計 使用打診した 合計
使用打診した
．一
ある ない その他 ある ない その他
14 2 12 ゜全体 100.0 14.3 85.7 0.0 
11 2 ， ゜全体 100.0 18.2 81.8 0.0 
4 ゜4 ゜輸出業と輸入業 100.0 0.0 100.0 0.0 
5 1 4 ゜輸出業と輸入業 100.0 20,0 80.0 0.0 ， 3 ゜3 ゜輸出業のみ 100.0 0.0 100.0 0.0 喜 1 ゜1 ゜形 輸出業のみ . 100,0 0.0 100.0 0.0 態 態
7 2 5 ゜輸入業のみ 100.0 28.6 71.4 0.0 5
 1 4 ゜輸入業のみ 100.0 20.0 80.0 0.0 
2)結果の分析比較9)
貿易形態別のFCA,CPT, CIP使用打診率では， 2001年には「輸入業」
のみで打診経験があり， 2003年には「輸出入業」，「輸入業」で打診比率は
同じであった。
4 貿易形態別FCA,CPT, CIP被使用打診率
1)結果の比較
「貿易形態」と「FCA,CPT, CIPの被使用打診の有無」のクロス集計
を行った。
9)クロス集計表表側の「輸出業と輸入業」，「輸出業のみ」は2001年， 2003年ともに
標本数が少ないが参考データとして比較対象とした。
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(1) 2001年 (2) 2003年
FCA.CPT,CIPの FCA,CPT,CIPの
合計 使用打診された 合計 使用打診された
ある ない その他 ある ない その他
36 1 35 ゜全体 100.0 2.8 97,2 0.0 29 2 27 ゜全体 100.0 6.9 93.l 0.0 11 ゜11 ゜輸出業と輸入業 100.0 0.0 100.0 0.0 ， 2 7 ゜輸出業と輸入業 100.0 22.2 77.8 0.0 I 4 ゜4 ゜輸出業のみ 100.0 0.0 100.0 0.0 貿 4 ゜4 ゜眉輸出業のみ 100,0 0.0 100.0 0.0 態21 1 20 ゜輸入業のみ 100.0 4.8 95.2 0.0 16 ゜16 ゜輸入業のみ 100.0 0.0 100.0 0.0 
2)結果の分析比較
貿易形態別のFCA,CPT, CIP被使用打診率では， 2001年には「輸人業」
のみで， 2003年には「輸出入業」のみで被使用経験があった。
5 利用運送手段別トレード・タームズ使用率
1)結果の比較
「主に利用する運送手段」と「使用経験のあるトレード・タームズ」の
クロス集計を行った。
(1) 2001年
使用経験のあるタームズ
合計 C&F FOB Ex Ex 胆xwFCA FAS FOB (CFR) CIF CPT CIP DAF DES DEQ DDU DDP A(FirDpAor) t Ship Quay 
全体 94 4 3 ゜26 24 21 3 1 ゜゜ ゜1 1 
， 1 ゜100.0 4.3 3.2 0.0 27.5 25.5 22.3 3.2 1.1 0.0 。* 0.0 1.1 1.1 9.6 1.1 0.0 
定期コンテナ船 69 1 1 ゜22 21 17 2 ゜゜ ゜゜ ゜゜ 4 1 ゜100.0 1.4 1.4 0.0 32.1 30.4 24.6 2.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 5.8 1.4 0.0 
定期在来船 4 ゜゜ ゜1 ゜1 ゜1 ゜゜ ゜゜ 1 ゜゜ ゜主 100.0 0.0 0.0 0.0 25.0 0.0 25.0 0.0 25.0 0.0 0.0 0.0 0.0 25.0 0.0 0.0 0.0 にり不定期バラ積み 4 1 1 ゜1 ゜1 ゜゜ ゜゜ ゜゜ ゜゜ ゜゜船 100.0 25.0 25.0 0.0 25.0 0.0 25.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 る 不定期タンカー ゜゜ ゜゜ ゜゜ ゜゜ ゜゜ ゜゜ ゜゜ ゜゜ ゜運i 
船 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0,0 
定期航空機 17 z 1 ゜2 3 2 1 ゜゜ ゜゜ 1 ゜5 ゜゜100.0 11.8 5.9 0.0 11.8 17.6 11.8 5.9 0.0 0.0 0.0 0.0 5.9 0.0 29.3 0.0 0.0 
その他 ゜゜ ゜゜ ゜゜ ゜゜ ゜゜ ゜゜ ゜゜ ゜゜ ゜0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 。* 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
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(2) 2003年
使用経験のあるタームズ
合計 C&F 
FOB Ex Ex EXW FCA FAS FOB (CFR) CIF CPT CIP DAF DES DEQ DDU DDP A(FirOpAor) t Ship Quay 
全体 87 3 2 ゜25 25 17 2 1 ゜゜ ゜1 2 8 ゜1 100.0 3.4 2.3 0.0 28,7 28.7 19.5 2.3 1.1 0.0 0.0 0.0 1.1 2.3 9.2 0.0 1.1 
定期コンテナ船
69 1 2 ゜21 20 14 2 1 ゜゜ ゜1 ゜7 ゜゜100.0 L4 2.9 0,0 30.4 29.0 20.3 2.9 1.4 0.0 0,0 0.0 1.4 0.0 10.1 0.0 0.0 
定期在来船
7 1 ゜゜ l 3 2 ゜゜ ゜゜ ゜゜ ゜゜ ゜゜主 100.0 14.3 0.0 0.0 14.3 42.9 28.6 0.0 0.0 0.0 0,0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 に
り不定期バラ積み 3 ゜゜ ゜1 1 1 ゜゜ ゜゜ ゜゜ ゜゜ ゜゜船 100.0 0.0 0.0 0.0 33.3 33.3 33.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0,0 0.0 る 不定期タンカー ゜゜ ゜゜ ゜゜ ゜゜ ゜゜ ゜゜ ゜゜ ゜゜ ゜運> 船 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 定期航空機 6 ゜゜ ゜2 1 ゜゜ ゜゜ ゜゜ ゜1 1 ゜1 100.0 0.0 0.0 0.0 33.3 16.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 16.7 16.7 0.0 16.7 
その他 2 1 ゜゜ ゜゜ ゜゜ ゜゜ ゜゜ ゜1 ゜゜ ゜100.0 50.0 0.0 0,0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 
2)結果の分析比較10)
利用運送手段別のEXWの使用比率では， 2001年には「不定期バラ積み
船」，「定期航空機」が「定期コンテナ船」に比べて高い比率であり， 2003
年には「定期在来船」が「定期コンテナ船」に比べて高い比率となってい
た。 FOBの使用比率では， 2001年には「定期コンテナ船」は，「定期在来船」，
「不定期バラ積み船」に比べて若干高い比率であり，「定期航空機」に比べ
てかなり高い比率となっていた。 2003年には「定期コンテナ船」，「不定期
バラ積み船」，「定期航空機」は，使用比率にほとんど差はないが，「定期
在来船」に比べてかなり高い比率となっていた。 C&F(CFR)の使用比
率では， 2001年には「定期コンテナ船」が「定期航空機」に比べて高い比
率であり， 2003年には「定期在来船」は，「定期コンテナ船」，「不定期バ
ラ積み船」に比べて高い比率であり，「定期航空機」に比べて非常に高い
比率となっていた。CIFの使用比率では， 2001年には「定期コンテナ船」，「定
期在来船」，「不定期バラ積み船」は，使用比率にほとんど差はないが，「定
10)クロス集計表表側の「定期在来船」，「不定期バラ積み船」，「定期航空機」は調査
年によっては標本数が少ないが参考データとして比較対象とした。「その他」は除
外した。
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期航空機」に比べて高い比率となっていた。 2003年には「不定期バラ積み
船」は，「定期在来船」と使用比率にほとんど差はないが，「定期コンテナ
船」に比べて高い比率となっていた。 FOBAirport (FOA)の使用比率
では， 2001年には「定期航空機」が，「定期コンテナ船」に比べて非常に
高い比率であり， 2003年には「定期コンテナ船」に比べて若干高い比率と
なっていた。
6 トレード・タームズの決定者別トレード・タームズ使用率
1)結果の比較
「トレード・タームズの決定者」と「使用経験のあるトレード・ターム
ズ」のクロス集計を行った。
(1) 2001年
使用経験のあるタームズ
合計 C&F FOB Ex Ex EXW FCA FAS FOB (CFR) CIF CPT CIP DAF DES DEQ DDU DDP A1(FirOpoAr) t Ship Quay 
全体 94 4 3 ゜26 24 21 3 1 ゜゜ ゜1 1 
， 1 ゜100.0 4.3 3.2 0.0 27.5 25.5 22.3 3.2 1.1 0.0 0.0 0.0 1.1 L1 9.6 1.1 0.0 
卜 自社 44 ゜1 ゜11 13 10 2 1 ゜゜ ゜1 1 4 ゜゜ス、レ 100.0 0.0 2.3 0.0 25.0 29.5 22.7 4.5 2.3 0.0 0.0 0.0 2.3 2.3 9.1 0.0 0.0 の l 
13 3 1 ゜3 2 2 ゜゜ ゜゜ ゜゜ ゜2 ゜゜決定者夕ド 取引先 100.0 23.0 7.7 0.0 23.1 15.4 15.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 15.4 0.0 0.0 
I 一概に誰とはい 34 1 1 ゜11 8 
， 1 ゜゜ ゜゜ ゜゜ 3 ゜゜ム えない 100.0 2.9 2.9 0.0 32.5 23.5 26.5 Z.9 0.0 0,0 0.0 0,0 0.0 0.0 8.8 0,0 0.0 
(2) 2003年
使用経験のあるタームズ
合計 C&F FOB Ex Ex EXW FCA FAS FOB (CFR) CIF CPT CIP DAF DES DEQ DDU DDP A(FirOpAor) t Ship Quay 
全体 87 3 z ゜25 25 17 2 1 ゜゜ ゜1 2 8 ゜1 100.0 3.4 2.3 0.0 28.7 28.7 19.5 2.3 1.1 0.0 0.0 0.0 1.1 2.3 9.2 0.0 LI 
卜 自社 42 1 1 ゜11 13 10 1 ゜゜ ゜゜ 1 ゜3 ゜1 ズレ 100.0 2.4 2.4 0.0 26.2 31.0 23.8 2.4 0.0 0.0 0.0 0.0 2.4 0.0 7.1 0.0 2.4 の l 
6 1 ゜゜ 2 ゜゜ ゜゜ ゜゜ ゜゜ 2 1 ゜゜者決定 タ［ 取引先 100.0 16.7 0.0 0.0 33.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 33.3 16,7 0.0 0.0 
l 一概に誰とはい 39 1 1 ゜12 12 7 1 1 ゜゜ ゜゜ ゜4 ゜゜ム えない 100.0 2.6 Z.6 0.0 30.8 30.8 17.9 2.6 Z.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 10.3 0.0 0.0 
2)結果の分析比較
トレード・タームズの決定者別のEXWの使用比率では， 2001年には「取
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引先」は，「一概に誰とはいえない」に比べて非常に高い比率であり，
2003年には「自社」，「一概に誰とはいえない」に比べて高い比率となって
いた。 FCAの使用比率では， 2001年には「取引先」は「自社」，「一概に
誰とはいえない」に比べて若干高い比率であり， 2003年には「自社」，「一
概に誰とはいえない」で使用比率にほとんど差はなかった。 FOBの使用
比率では， 2001年には「一概に誰とはいえない」は「自社」，「取引先」に
比べて若干高い比率であり， 2003年には「取引先」は，「一概に誰とはい
えない」と使用比率にほとんど差はないが，「自社」に比べて若干高い比
率となっていた。 C&F(CFR)の使用比率では， 2001年には「自社」は，「一
概に誰とはいえない」に比べて若干高い比率であり，「取引先」に比べて
高い比率となっていた。 2003年には「自社」，「一概に誰とはいえない」で
使用比率にほとんど差はなかった。 CIFの使用比率では， 2001年には「一
概に誰とはいえない」は，「自社」と使用比率にほとんど差はないが，「取
引先Jに比べて高い比率となっていた。 2003年には「自社」が「一概に誰
とはいえない」に比べて若干高い比率となっていた。 CPTの使用比率では，
2001年， 2003年ともに「自社」，「一概に誰とはいえない」で使用比率にほ
とんど差はなかった。 FOBAirport (FOA) の使用比率では， 2001年，
2003年ともに「取引先」は，「自社」，「一概に誰とはいえない」に比べて
若干高い比率となっていた。
むすび
大分地域に所在する貿易業者を対象としたアンケート調査の結果， 1
トレード・タームズの使用動向， 2 トレード・タームズの準拠規則およ
び紛争解決規定の有無， 3 適正なトレード・タームズ使用の方策などに
ついて，以下のような結論を導きだすことができよう。
1 使用経験のあるトレード・タームズでは， FOB,C&F (CFR) , CIF 
の在来船用のトレード・タームズは， 2003年には2001年に比べて使用割合
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がCIFを除いて若干上昇していた。 FCA,CPT, CIPのコンテナ・トレード・
タームズは， 2003年には2001年に比べて使用割合がCIPを除いて若干低下
していた。 2001年， 2003年ともに現インコタームズで規定されていない
FOB Airport (FOA)は，依然使用されていた。（以上，回答者ベース）
在来船用のトレード・タームズは， 2001年には計約75%, 2003年には計
約77%を占め， コンテナ・トレード・タームズは， 2001年には計7.5%,
2003年には計5.7%を占めるにすぎなかった。（以上，回答数ベース）
利用運送手段別のFOBでは， 2001年， 2003年ともに定期コンテナ船は
定期在来船に比べて高い比率となっていた。 C&F(CFR)では， 2003年
には定期在来船は定期コンテナ船に比べて高い比率であるが，定期コンテ
ナ船の比率自体かなり高かった。 CIFでは， 2001年には定期コンテナ船，
定期在来船ともにほとんど差はなく， 2003年には定期在来船は定期コンテ
ナ船に比べて若干高い比率であったが，両年ともに定期コンテナ船の比率
自体かなり高かった。
未使用であるが知っているトレード・タームズでは， 2001年にはコンテ
ナ・トレード・タームズは，使用経験のあるコンテナ・トレード・ターム
ズに比べると約 3~7 倍にのぼり，未使用であるが知っている者の割合が
非常に高かった。 2003年にはコンテナ・トレード・タームズは，使用経験
のあるそれに比べると約 2~4 倍にのぽり，未使用であるが知っている者
の割合が高いことが分かった。（以上，回答者ベース）
ただ， 2003年では2001年に比べてコンテナ・トレード・タームズの回答
割合がいずれのタームズにおいても低下していた。それは2001年の知って
いるが未使用であるとの回答者が2003年に使用経験があるとの回答者にシ
フトした結果ではないかと推察した。しかし， 2003年では2001年に比べて
使用経験があるとの回答者の割合はCIPを除いてむしろ低下していること
から， 2003年の同トレード・タームズを知っているが未使用であるとの回
答者の割合の低下は他に何らかの原因があると考えられる。
2001年にはEXW, DDU, DDPは使用経験のあるそれらのタームズに比
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べると約2.5,._,9倍にのほり，未使用であるが知っている者の割合が非常
に高かった。 2003年にはEXW, DDU, DDPは使用経験のあるそれらのタ
ームズに比べると 2,._, 3倍にのぽり，未使用であるが知っている者の割合
が高いことが分かった。（以上，回答者ベース）
ただ， 2003年では2001年に比べてEXW, DDU, DDPの回答割合がいず
れのタームズにおいても低下していた。 2003年では2001年に比べて使用経
験があるとの回答者の割合はEXWを除いて増えていることから， 2001年
の知っているとの回答者が2003年に使用経験があるとの回答者にシフトし
た結果ではないかと一応推察できよう。
依然，在来船用のトレード・タームズの使用割合が高いが，その理由と
して，「従来から使用していて不都合や問題がないから」が2001年， 2003
年ともにかなり高い割合であった。「それ以外のトレード・タームズをよ
く知らないから」は2003年には2001年に比べると大きく低下していた。ト
レード・タームズにかかわる知識が周知されつつあるが，従来使用してき
たトレード・タームズで何の不都合や問題もないからそのタームズを使用
しているものと誰察できる。
また，コンテナ・トレード・タームズの使用を打診した場合にはそのタ
ームズの使用に結びつく確率が高いことが分かった。ただし，打診すれば
必ず同タームズの使用に結びつくと速断することは正しくはない。両年と
もに「打診したことがある」との回答者は相手方に同トレード・タームズ
の受け入れを100%同意させているが，その中身は「取引先との力関係か
ら相手方にこれらのトレード・タームズの使用を受け入れさせた」との回
答で4件中 3件であった。つまり相手方が真に同トレード・タームズの内
容を理解したうえでその使用に同意したのかどうかは定かではない。同ト
レード・タームズの使用を打診された場合にも同タームズの使用に結びつ
く確率が高いことが分かった。
以上から，コンテナ・トレード・タームズの一層の普及のためには．そ
のタームズに関する内容を周知させるように啓蒙することと併せて，貿易
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業者が取引の交渉時にそのタームズの使用打診を積極的に行うことを推進
することが肝要となろう。
2 貿易業者は，インコタームズの規定どおりに利用運送手段に適合した
適正なトレード・タームズを使用した場合であっても使用したトレード・
タームズが何に準拠するのかを明示しなければならない。 2001年， 2003年
ともに「どの規則にも準拠していない」，「インコタームズ（何年版かは不
明示）」，「社内で独自に作成した規則」が上位3位となっていた。（以上，
回答者ベース）
トレード・タームズの準拠規則を何年版かの明示をせずただインコター
ムズとしている場合にも問題はあるが，さらに璽大な間題はどの規則にも
準拠しないままトレード・タームズを使用している場合である。
どの規則にも準拠していない理由は，「特に問題が生じたことがないか
ら」，「それが長年のやり方であるから」の積極的にどの規則にも準拠しな
いグループと，「どんな規則があるのか知らない」，「どの規則が適切であ
るか分からない」の消極的にどの規則にも準拠しないグループに大別でき
た。 2001年には後者グループの回答比率は前者グループに比べて高かった
が， 2003年には比率が逆転し前者の回答比率は後者に比べて高くなってい
た。（以上，回答数ベース）
したがって，適正なトレード・タームズの使用を啓蒙するのと併せて，
トレード・タームズの準拠規則を明示することの重要性についても固知さ
せる必要があろう。
また，紛争解決方法の規定の有無では， 2001年， 2003年ともに回答順位
は同じで回答比率も近似していた。解決方法の規定が行われていない場合
が多く，行われているとの回答者も，名ばかりで実効性の乏しい解決方法
を規定しているにすぎなかった。
3 適正なトレード・タームズの使用のための方策では，貿易業者は，啓
蒙活動はジェトロ，経済産業省（税関を含める）などの公的組織と船会社，
通運会社，通関業者などの私的組織により実施されるのが適当と考えてお
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り，貿易に携わる者一人一人の貿易業務に対する研鑽も大切であると考え
ている。国際商業会議所 (ICC)が啓蒙活動を実施すべきとの回答は意外
に少なく国際商業会議所 (ICC)の名称自体回答者にはあまり耳慣れない
感があったのではないか。また，貿易業者は貿易の実務的側面についての
啓蒙活動を大学など研究機関に対してほとんど求めていないことも明らか
となった。
なお，紙幅の都合上，第3章クロス集計結果の比較および分析の 7.貿
易形態別使用トレード・タームズの準拠規則， 8. 貿易形態別紛争解決方
法 9. 貿易形態別適正トレード・タームズ使用の方策ならびにアンケー
卜票見本は割愛せざるを得なかった。機会があれば、割愛部分は別途紀要
等に掲載したい。
以上
〈最後に，本アンケート調在に協力いただいた大分県の業者の皆様に御礼
申し上げます。また分析内容の文責は一切筆者にあります。〉
「本研究の一部は，平成15年度関西大学国内研究員研究費によって行っ
た。」
